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満州事変後におけるソシアルダンピングによる海外市場の開拓政策は，日本商品にたいするボイコ
ットや，さらに ABCD包囲陣と称する寧事的経済制裁および在外資産の凍結などを生み，これによ
っておこる海外市場の狭臨化は，中進国である日本の生産水準と消費水準の矛盾，すなわち念速なる
生産力の増大にもかかわらず，依然、として停滞する低い国民の生活水準が余儀なくされ，この矛盾を
うちゃぶる鍵としての軍航路張・軍事優先にますます拍車をかけることになったのである。軍需Z喋:
の生産砿大は，いわば不生産的生産であれ実質的な国民生活の水準をますます窮乏化することに役
立ち， I生活不安Jを危機感にまでもりあげてゆくところの悪循環をくりかえすことになったので
ある。
昭和7年の第62%'国議会において，時の斉藤首相をして国民安定政策を日程にのせざるをえなくし
た社会的背景は，ここにあったのである。
「人心の不安をー締し，悶民生活の安定をはかりますことは，いやしくも任政府にあるものが粉骨砕身，万態
を排して努力しなければならぬ主ころであります。すなわち厳に治安の保持につとめて，非遂をいましむるとと
もに，財界の苦難を緩和し，失業の救済をはかり，食村の振興につとめて， もって国民大家の生活を安定せしむ
るの途を講じなければなりません。これまことに国家の急務でありまして，新内閣のlR要なる使命の一つであり
ますJ
そしてここでみられるような f国民安定政策」は，これ以後の歴代内聞のもっとも腐心しなければ
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ならない問題となったが， これも日本資本主義の構造にふれないかぎりは，まさに繕郷の斧にすぎ
ず，先進資本主義国の排日政策の強化は，ますます国際情勢に拍車をかけることになった。ついに昭
和11年における陸海軍大臣の任用に関する議会の決定は，国民生活の不安を外在的な原因に求め，戦
争えの途を聞く ことによ ってこれらの矛盾を一気に打ちゃぶるべく ふみ切ったのでみる。
かくして，昭和12年に日支事変にはじまった太平洋戦争は，軍需生産体制による日本経済のアンバ
ランスを，統制の強化によ って合理化し，国民生活の安定は戦争遂行の至上目的にすりかえられるこ
とになったのである。 しかしながら，戦争えの労働力の動員は，労働力の不足を生み，これは経済の
法則にしたがってかれらの賃銀水準の向上をもたらす絶好の機会とはなったが，この傾向を無条件に
許容することが，戦争の遂行にとって好ましいものでないこ とはいうまでもない。ここにおいて「民
:2) 
需の思いきった圧縮こそ，長期戦を敢行する国民経済にとって不可避的な措置」であることが承認さ
れ，賃銀水溶の上昇を賃銀統制で規制し，消費購買力の上昇を貯蓄の奨励と公債の強制的買入れによ
って吸牧し，さらに限られた国民所得において戦争の進行とともに増大する非生産的な軍事費をまか
なうためには，ますます国民消費の節約を強制することによ って，闘民生活の水準をさらに低下させ
ることになったのである。しかもこの事実を容認し合理化する学者や積極的な生活費切り下げ運動さ
えもがもてはやされる時代になったのである。
日本経済百年の大計として，早くから「民族耐乏」をとなえてきたおi田保馬は，日本民族を亡さぬ
ためには， r技術ないし生産力の上昇と，生活水準の上昇との連絡をたちきることが何よ りも必要で
(3) 
あるJとのぺ，この理由をつぎのよ うに説明する。
「与えられた生産力をもって，国民生活を維持すべき消費材と，戦争遂行のため，また将来えの軍備充実のた
めに必婆な軍需材とそれに加ふるに生産力鉱充のための資本材との3を生産しなければならぬ。限りある生産力
をもって，この3を生産するのであるから，もし我Aの生活を高めたままに放任するならば， すなわち消費節約
を怠るならば，それだけ消費材の生産が増加して他のものの生産がおさえられる。軍需財の生産が減じ，同時に
生産力鉱充のための資本財を生産することが困難になる。かくて物の側からの見方は極めて簡単である。我 の々
消費生活を切り下げずにおくだけ，軍需財の生産を制限することになり，また将来の軍需財の生産鉱張に役立っ
ところの生産力肱充をおさえることになる。したがって，我々の生活を高めるということは，個人の牧入をもっ
て自己の生活に使うのであるから，天下に迷惑をかけることはないと，一応は考えられるが，立入ってみるとそ
うではない。消費生活の鉱張または上昇は，直接軍需財生産を抑圧し， したがって国家をしてその目的を達する
〈の
ことを困難ならしめる。極織にいえば，国家にたいする反逆である」
しかしーたん形成された生活水準を任意に切下げることの困難さは，高田保馬自身の認めるところ
であり ，したがって戦争は遂行に伴う耐乏の要請はまさに消費規正の絶好のチャンスであることを主
張しているのである。
しかしながらこの議論は，生産力の発展がそれ自身独立しており，国民生活と何らの関係のないも
のとして把復されておれまた生産力の発展が何に条件づけられているかという経済循環の構造にお
いて把擾されていないところからくる断層を無視し，生産と消費を機械的に結合したところにおとぎ
話的要紫を濃厚に含んでいるのである。この耐乏の倫理は，あたかも生活刷新運動と安易に結びつい
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(5) 
たが， ["日本の貧しい国民生活は戦時下にあっては，一層貧しくならなければならない」とし、う必然
性は全くないのである。たしかに日本の資本主義は，国民生活の貧しさをふみ台にして発展してきた
ものであるが， [""国民生活の貧しの上にたつ経済は，一定の段階に達するや，それ以上の発展にとっ
(6) 
ては，かえって障害となる」ことが見おとされているからである。
それにもかかわらず，戦争の遂行が要請する国民生活の耐乏論の主張は，あとをたたず，敗戦に近
づくとともに極端なまでに至り ，現実を合理化するところの，たとえば，難波田春夫や北岡寿逸らの
(7) 
最低生活には限度はないという「新しい経済学Jの提唱や，また具体的には戦争初期の佐藤新興生活
(8) 
館などが主宰する生活費切り下げ運動が，これに対応するのである。後者は，机上で作りあげられた
模範家計を示して，無条件にこの範囲内の生活を要請するのであるが，永野願三をして批評せしめれ
ば「国民生活のカード陪級化Jを意図するものであった。ここでは浅薄なる合理化によって樹てられ
た生活の倫理が中援をなしており ，生活というものが，長い間に営々としてきづきあげてきた叡智の
結果であるという論理が抹殺されてしま っているのである。したがって，家計研究はし、まだ倫理の支
配下にあったが，これを「生活の論理Jtこまで寓めることが，科学としての家計研究の要請であった
のである。
2. i国民生活の論理」的認識
「生活の論理」にたし、する反省、は，人間の労働力を物の資源と同様に，人的資源として認識される
ようになったこ とにはじまる。すなわち戦争の遂行が要諦する生産力の拡充は， ["既存の労働力を合
理性を無視しても強度に使用し，労働力の磨滅もやむをえない」とする資本の意志に， i一定水織の
労働力の絶対的不足」とし、う徴罰を加えることになる。
「長期戦となり，長期的生産カの充実の必要は，労働力の会理的保全，その職業教育の充実を要求してやまな
い。 1人の尊重工を，1人前の職工とするために資本家が投下せねばならない犠牲は，かかる労働の強化による磨
滅をさけんとする欲求を個々の資本家にさえ窓識せしめるJ
このように，資本にとっても労働力の健保が一国生産力の順当な再生産にとって必要欠くべからざ
るものであるとし、う認識が，質および1置における労働力不足問題と ，国民体位の低下契期にして登場
することになったのである。永野順三，大河内一男，徳山京らの研究がこの系認に属する。
永野順三は，昭和12年に出版されて当時評判になった豊田正子の「綴方教室Jの生活構造に興味を
いだき，これを家計のケース研究の材料とし，今までかえりみられることのなかった 「たんなる消費
生活だけでなく ，生産生活としての.勤労生活と有機的に聯関する全体Jとしてとらえることを試み
る。そして生活の実態から牧入のあるべき委を，次のようにのべている。
「まづ第1に勤労者の生活を維持するものでなくてはならぬ。 1日の勤労は栄養によって補充され，休息によ
って回復されねばならぬ。今日勤労したとすれば， 明日もまた溌刺とした新鮮なカと健康のもとに鋭労をくりか
えし得なくてはならぬ。
第2に郵労者は老衰と死をまぬがれなL、。自己の生活や牧入を永続させるためには，すべての生きた個体がな
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すごとし生.殖によって自己を不滅ならしむるを要し，そのように一一人口減少の傾向を誘致しないように一一
要求されている(堕ぬの禁止)。 だから牧入というものは，当然労働者の一定の大きさの家族のための生活費が
含まれなければならないのである。
第3に勤労者がその勤労によって l投入を得るためには，その勤労は技術と熟練とを含むものでなくてはなら
ぬ。そこで一定の訓練と教育とが必要となるのであるが，そのためには多かれ少なかれ教育費なり，訓練費なり
の投資が必要であり，この投資は勤労牧入によって回放されねばならぬ。だからこそ.勤労者自身と家族の生活
費のうえに，さらにこの教育費なり訓練費なりの回i枚額が追加されることが必要なのであるj
あきらかにこれは生活授賞銀の原則を記述したものであるが，これまで生活費研究と結びつけて，
これが論じられたことはなかったのである。しかも，このように労働者の生活の意義を， r生産生活
と消費生活との結合のうちに，それらの相互規定的な関連Jにおいてとらえんとしたことは，たしか
に重要な着服であった。
それでは何ゆえにこれが重要な着限であったか。それは， rこの個人の消費生活と社会的な勤労生
活との聞の因果的関連こそ，国民生活の構造の問題の中絞を形づくるもの」であったからである。何
となれば， r所得および労働環境等に表現せられた勤労生活の諸条件が，個の消費生活その他の大き
さおよび形態を規定するとともに，逆にまた，かく規定されたさまざまの条件のもとにおいて日々果
される個人の消費生活は，その肉体保全の点において，またその知的並びに精神的な訓練と陶治の点
(1訪
において，個人の勤労生活をば量的にも質的にも規定するJからである。大河内一男は，このように
個人の生活を孤立したものではなく ，社会的な関連においてとりあげなければならない理由を，そし
てまた，社会政策がこの問題にこそかかわらなければならない理由を，つぎのようにのべている。
「社会政策を経済社会との聯関においてみるということは，それを経済機構の再生産の一条件ーとしてみること
を窓味している。経済社会はこれを静止した凝結体としてではなしたえず生産財ならびに消費財を生産しつ
つ，消費しつつ，同時に次の生産開始のための諸条件を自らのうちからっくり出しつつあるものとして，換言すれ
ば再生産するものとして理解することにおいてはじめて社会政策がその中に正しい位置を見出すことができる。
経済社会が同一規模において単純なる再生産をくりかえすもの主した場合においても，その条件として物的資本
とならんで人間労働力がたえず産業のために商品として労働市場を形成していることを必須の要件とするであろ
う。すでに消費の過程において，生産手段ならびに原料等の生産的消費とならんで行われるところの消費財の似
人的消費中の基本部分，すなわち生活必需品の消費は，同時に再生産のための人間労働力を，経済社会全体のた
めにっくり出す過程そのものに外ならなかったのである。近代的商品のための閣内市場が，統一的なものとして
成立し，生産手段ならびに原料その他が経済社会の一方の極に結集し，人間労働力が労働市場をもっ商品として
他の局に集められるに至るとともに，労働力にたいする配慮は， それがどのような形態において行われるとを問
わず，経済機構再生虚のための不可欠の条件となる。生産要素としての人間労働が，かく商品として社会化して
いる場合のみ，社会政策ははじめてひとつの社会的行為として霊場するに至るのである。経済機構にたいする社
会政策のもっとも基底的な必然、性は，かくして経済社会の再生産条件として考えられるべきであるが， この場合
には，労働者は産業全般にとっての労働力としてとらえられているので，あわれむべき要保護者としてでもな
しまた経済機構にたいする反抗者としてとらえられているのでもないのであるJ
これはいわゆる大河内理論そのものであるが，大河内理論のもつ問題は一応さておき，このように
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労働力の再生産過程を，経済循環に位置づけたことは，社会政策にとっても，家昔，-研究にとってもま
さにー1Ulを商するものであった。すなわち労働力のにない手である労働者の再生産は，いわゆる人間
の消費生活そのものに外ならず，ここにおいて今まで私生活と考えられていた日々の生活における労
働力の再生産の順不当が，直ちに経済循環に闘係するものとして認識されることとなったのである。
そして大河内一男の場合とは全く異った条件であみ出されたかのケインズ J.M. Keynesの「一般
理論JThe General Theory of Employmont. Interest an<l Money， 1936における「新しい経
済学」の誕生も，この国民経済循環の基本的認識に立つものであった。ただここでとくに注意してお
かねばならないことは，かかる認識が戦争による労働力不足問題に逢着しなければ，生まれなかった
こと，そして戦争経済の遂行とし、う価値判断において定立されたことであり，ここにケイソズの場合
と相ことなった認識の条件があったといわなければならない。このことは労働力の再生産条件の実経
的課題を問題にする場合もっとも重要なことがらとなるからである。
すでにみてきたごとし国民生活の位置は明らかになったが，家計研究をさらに一歩すすめるため
には，その構造の研究が欠くべからざるものである。大河内一男は，それを.r庶民性」においてと
らえねばならないとか. r 日~・性J において問題にしなければならないと示~しているが， 概念的な
用鰐による説明だけで，必ずしも具体的なものとしてはあたえなかった。これに具体性をあたえよう
とこころみたのが帯電山京である。
彼はまずはじめに，消費せられる労働力も，回復せしめられる労働力もわれわれの限で見ることの
出来ないもので，その価値もまた評価しえないものであることを指摘し，このように阪にも見えず，
評価出来ないという労働力の性質そのものが. r客観的に見のがされ勝ちであったばかりでなく ，主
観的にも忘却せられ勝ち」であることの原因であることを認め，これをJ主体的客観的に測定しうるも
のに還元して呈示することが，国民生活の構造を明らかにすることを可能にする途であることを主張
するのである。
「われわれの日常生活が.作業カの使用と再生箆との循環によって形づくられているとすれば，日常生活の中
に現れてくる生活の記録の一つ一つは，およそ作業カの使用の結果であるか，然らざれば再生産の結果として取
扱うことができるはづである。
しかるに，われわれの生活のうち，作業力の使用をこととするのは，労働と呼ばれる部分においてであり，反
対に作業力の再生産の行われるのは休養と呼ばれる部分においてであるJ
なおこのほかに，われわれの生活の中には労働とも休養とも考え難L、部分のあることもたしかであ
る。彼はこれを余暇と名付け，これらの労働・休縫 ・余暇について，エネルギーの消'11(と有1i給の関係
が稲違していることに着目するのである。かくして，これらの生活要紫の組合せから，かれは24時・問
を1くぎりとする日常の生活を，つぎのように図式化している。(第1図〉
この図は，縦軸にはエネJレギーの消費と補給の程度をあらわし，横軸は. 1日24時聞における生活
時間の配分関係をあらわしている。いま労働・余暇・休養におけるエネルギー消費をA・B・Cであ
らわし，エネルギー補給をそれぞれa • b・cであらわすと，つぎの3つの生活基本状態が考・えられ
る。
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第 11濁生活者修造の図式
{腕考) 官1京「嗣民生活の構造J81頁
社会福祉学
(1) A+B+C>a+b+c 
(2) A+B+C==a+b+c 
(3) A+B+C<a+b+c 
生活の第1基本状態は，いわば労働力の縮少再生
産の過程であり，このような状態がのぞましいもの
でないことは明らかである。また第2基本状態は，
現実にこのような均衡をうることは偶然のことに属
する。したがって，生活にとって必婆な，のぞまし
い状態は，第3のものが残るのみである。 しかも，
L、ま
A+B+C==K(a+b+c)但しK>1におい
て， Kが日々増大してゆくような状態こそ労働力の
再生康と呼ぶにもっともふさわしいものなのであ
る。
かくして徳山7誌の「国民生活の構造Jにおいては， 主として，生活の時間的構造が当面の問題とな
日@
り，この立場からする実証的研究が展開されてゆくことになるのである。このような労働者の生活時
間の研究は今までとりあげられたこ之もなくはなかったが，主として労働能率の向上や余駁利用の目
的からなされたものであるe家計研究においても生活の時間的基底の関係的把握が欠くべからざるも
のであるが，現在なお全く手がつけられていない有機であるところから，注目に価する着阪といわな
ければならない。ただ問題は，生活の過期を1日を標単と してとればよいか，あるいは1遡 ・1ヶ月
• 1ヶ年のいづれをとればよし、かが問題であり，ことに，飽山京が指摘しているように，時間の一回
性.エネルギー消費，および補給のー商性のみの観察では不十分で，この両者の完全な統一的把握こ
そが重要な課題であるのである。
しかしながら，上にのぺた徳山京の生活の時間的構造にたいする分析の方向においては，一応の成
果をえたが，エネルギー消費および補給に闘する分析は，殆ど手がつけられておらず，労働科学研究
所の手になる「最低生活費の研究Jにゆだねられることになったのである。
3. i労働力の保全」と「最低生活費問題Jの霊場，そしてその転落
戦争の進行に伴う消費財生産の削減からくる生活必需品の不足は，もっとも端的には国民体位の低
下としてあらわれてきた。不満の声は愛国心のもとにおさえつけられていたけれども，軍事生産力を
現実に低下させる原因が，労働力の再生産の縮少にあることが明らかである以上，無限に生活の切り
下げを可能とする耐乏論をおして，最低生活費論が高唱され出したのも意味のないことではなかっ
た。寄むしろ最低生活費の問題は，戦争経済力を内部から溺媛させることをとどめるとL、う役割をに
なって主主場してきたのである。そして，これが偶然徳山京の生活構造論を補充することにもなったの
( 38 ) 
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である。
まえの節でふれたように，簡山京は，生活の質的測面をエネルギーの消費および補給という言葉に
おきかえたが，それは現実に労働力の再生産状態の測定を可能にする単位として必要にして十分な条
件をもっているとは考えられなL、。何故ならエネルギーは力の単位であり，人聞の労働力を力の消費
および補給とし、う形で単純にとらえるならば，作業によるカロリーの消費および栄養素によるカロリ
ーの補給ということになるが，これには少くとも人聞の生活用品の中で飲食物費があづかるのみで，
他の'袋自に直接の関係があるとは認められないからである。たとえば，被服費や住居貨を構成する品
物が，カロリ ーの補給や消費で表現出来ないところからも明らかである。したがって，筒山京が，エ
ネルギーの消費および補給といったのは，この困難をさけるための便法でありながらも，労働力の再
生産という概念に，より具体性をもたすためであったと考えられるが，本質的には労働力の再生産概
念における抽象性を克服したとはL、L、難いものであり，むしろこのようなエネルギ一概念えの還元に
よって，自然科学主義的な誤謬を招く危機性すら含んでいたのである。 r最低生活費」が，労働力再
生産の最低限界を具体的に呈示しなければならないとするならば，この抽象性は，最初に克服されな
ければならないものであったのである。
労働科学研究所における最低生活費は，昭和16年7月に着手され，同年11月に成与艇をうるに至り，
18年 3月に至って完成されたものである。その手つづきは，かつてロウントリー B. S. Rowntree 
が，ヨーク市の調査において設定した貧乏線 Povertylincの作成方法にならうものであるが，ロウ
ントリーの「貧乏JPoverty-A Study of Town Life， 1922.はまさに当時にあっては「第1級
日η
の参考書」であったからである。長沼弘毅は，昭和18年にこの本を訳した理由をつぎのようにのベて
いる。
「いかなる角度からとらえるにせよ，最低生活に関する真撃な研究が，最も強く要望せられてレるというこ
と，そしてこの種の研'先のためには，原著は何といっても第1i級の参考書であるということが，その理由の第1
かつ震大のものである。第2には原著者が意識的無意書量的に提示した多くの問題と，その調査研究の途上におい
て遭遇した幾多の図鯵のうち，その一部は今日までに解決せられまたは克服せられたが， なおその一部は未解決
未克服のまま，依然として学会の宿題とせられており，今一応l京著にさかのぼって検討せねばならぬものが多々
あることである。第3に原著にもられた資料は，衣食住のいづれをとっても，必づそこには理.外の本能が入り，
希望ないし慾望等が加わってくる。この種の要習院を，¥，、かに科学的に取扱うかは，方法輪的にいっても，研究上
(18) 
の大きな題目である」
これは同時に労働科学研究所に背負わされた課題でもあれこれがどのように解決され，またいか
なる問題をのこすことに'なったかを，労研の巌低生活貨の算定方法を追いつつ検討することにしよ
う。
労働科学研究所の最低生活費の算定の原理は，ロウントリーが行ったと同様に，各家計費目ごとに
その必需量を求めて，これを積重ねて時価に換算したものである。すなわち，飲食物費は労働生理学
の成果から，作業強度率にしたがって労務者本人の必需熱量および蛋白質の量を求め，この栄養必需
量を婿取するに必要な食品量を推定し，これを具体的な献立に移して時価に換算し，必要な最低飲食
( 39 ) 
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物57円67銭が求められたのである。また住居費は衛生学的な生活空間の最低面積と成人率から，被服
費は最低被服の推定されたリストから，その他の費目は原則的には「必要最低量」とみとめられる金
額を，家計調査その他の資料を参考として決定されている。しかしこれはあくまで参考であり，積極
的にこれをもととして費目の最低必要量が決定されたというものではなかった。
かくして決定された各費目ごとの最低必要額は，第1表にしめしたように合計され， 148円19銭が
求める最低生活費となったのである。
第1'表労研最低生活費(昭和18年)
妻 |ザ第2子 |第3子l合計 |比率 (訂生安正藤活最政低費官) 労務活者最低費皇居(鈴生木鴻ー ) 
円 円 円 円 円 円 l" 同
欽 食 物 費 17.14 13.71 9.72 9.72 9.71 60.00 40.5 60.00 
住 居 費 一 一 一 21.54 14.5 21.54 
被 nR 費 7.40 5.60 5.46 4.35 2.84 25.65 17 .3 10.00 
光 罪A 草壁 1.43 1.14 0.81 0.81 0.81 5.00 3.4 5.00 
教 背 費 2.70 0.41 0.57 0.56 0.56 4.80 3.2 4.80 
保健衛生費 2.08 1.82 '.20 1.20 1.21 7.51 5.1 7.51 
公謀その他負担費 3.32 一 3.32 2.2 3.32 
.交通通信運搬費 1.50 0.20 0.10 0.10 0.10 2.00 1.4 1.00 
銀 楽 費 0.71 0.57 0.41 0.41 0.40 2.50 1.7 1.お
交 際 資 2.00 1.00 一 一 一 3.00 2.0 1.50 
保険及貯蓄 4.87 一 一 一 一 4.87 3.3 4.87 
E筈
雑
好 品 聖堂 1.43 1.14 0.81 0.81 0.81 5.00 3.4 2.50 
費 0.86 0.69 0.48 0.48 0.49 3.00 2.0 3.00 
" 計 45.44 I 26.28 19.56 I 18.44 16.93 148.19 100.0 126.29 
(備考) 1. 換算単位は，主人 1.00，妻 0.8，第1子 0.567，第Z子 0.567，第3子0.566で
ある。但し*印は住居費を含まぬ数字で<bる。
2. 三井本社調査部「最低生活費の研究J20-22頁による。
3. a. 訂正最低生活費は，安藤政吉「決戦下の勤労生活と最低生活」興亜之工業，昭
和18年10月号による。
b. 労務者最低生活費は，鈴木鴻一郎「戦時最低生活費」日本評論，昭和19年4-
5月号による。
円
70.00 
25.00 
30.00  
7.0 
6.00 
10.00 
38.03e 0 
Z1405e， . e0，e 0 0 
186.00 
*水道料を含む。 材育児費を含む。*制空欄になったその他費用のすべてを含む。
しかしながら，このような方法で算定された最低生活費は，その詳細な算定基礎を呈示することに
よって，ある特定の生活費を観念的に裁定することとなるが，果してそれが客観的に「最低」のもの
であるか否かについてはにわかにきめ難いものである。何故ならこのような生活費は， rかくあるべ
きものjとして作りあげられただけであって，何ら具体的現実的生活をあらわすものではないからで
ある。その理由は，もし，このようにモデル化された生活を，最低生活費として人々におしつけたと
仮定しでも，人々はその去就に当惑するのみだろう。何故なら，148円とL、う可処分所得が保証され
た場合には，人々はその範囲内で，また一定の物価体系のもとで，もっとも効用の高い「消費者行動
の理論」を実践するであろうから，この限定された生活の適用はいたづらに窮屈なものとしてむしろ
反挽をおぼえるのが現実であるからである。このことは，戦後における低所得階層の生活構造の研究
( 40 ) 
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において実証されたことであるが，た主えば生活保護法における最低生活を保証された人々の生活
が，生活保護法に規定されたとおりの最低生活をおくっていることは全く偶然のことで，生活費が圧
迫されれば生理学上必須とされるところのカロリーさえけづって，僅少な額しか認められていない雑
費などえまわし，やっと日々の生活を支えているのが通例である。この点の確認は甚だ重要なことと
考えられる。館山京が，労働力の再生産の質の面をエネルギーの代謝におきかえたことが，おそらく
この陥せいえの第一歩であったが，エネルギーの労働生理学および栄養学における測定単位はカロリ
ーであり，カロリーさえ保証するならば，他の費目はきわめて郊力性が大きいと独断される俗悪な
「自然科学」万能主義がふりまわされがちとなるからである。カ ロリーの保証と問機に，カロ リー に
よって表現することのできない飲食物費以外の生活費もまた，任意に取捨しうるものではなく，社会
的に所得と物価体系の変化に応じた，飲食物資と同様な必要性を示すものであり，極端にいえば飲食
物費もまた，カロリーによ って保障さるべき最低限を定める根鎚とはならないのである。 しかし， こ
うし、ぃ切ってしまうのもまた危険であろう。要するに生活費はそれを個々ばらばらのものとして見る
のでなく ，統一的全体として見なければならないというところにこの問題の核心があるのである。
したがってわれわれはむしろ永野順三が主張したように長年月の伝統と習慣の上に体験的にきづき
あげられ，一定の社会的経済的条件に根拠をおくところの「生活の叡智」を承認したうえで最低生活
設を求める努力をしなければならないのである。昭和9年2月から，国民栄養の改善をはかるために
はじめられた， )1口市の「栄養食Jの配食をうけうるための条件を考・察した彼のつぎの言葉は，その
まま労研の最低生活費の批評とすることができる。
「要するに栄養食摂取に必要な牧入とは，全国平均一世裕人員たる5人余の家族全部に『栄養食』を様取せし
め得るばかりでなく，我国の生活様式と習慣にしたがってこの『栄設食』資に相当する被服従，住居費，光熱費
その他訟を支出しうる枚入でなくてはならない。 ・…・いまかかる怠味での『栄縫食』鋲取に必要なl枚入額を推定
するために， 家昔|制査によって， 主食~ . 副食~. 出前外食費の合計の 1 消費単位当り 1 日分の食費を算出し，
それに応ずる実支出額を求めて月欣化すれば，……)1口市の『栄養食』 の1日分の食費は，昭和 10年以来現在ま
で22銭となっているから.1日22銭の食費を支払いうる家計は，昭和9-10年度の家計調査の結果によると.54
〈四J
円18銭ないし60門34銭，賃銀にして2円8銭ないし2円32銭を必要とすることになるJ
もっともこの値は家族人員数と構成に応じた修正を必要とするが，興味あ私事実は，月牧50円とω
円の聞の世帯においてはじめて，実i投支のバランスが黒字に転ずることである。
このような生活費の哉定の仕方は，いわゆるエンゲル式と呼ばれているもので，まづ必要な最低の
飲食物費の綴取に必要な費用を求め，これを実態生計費の中から探し出すことによって，最低生活費
を決定するところのいわゆる実態生計費方式である。ここで飲食物費が，算定の基礎としてえらばれ
たのは，それがエンゲノレ法則と呼ばれるところの比較的規則正しい生活法則をもち，かつ生理学的に
もっとも客観化され易いという理由にもとづくものであるからであるが，この代りに他の費目すなわ
ち住居費や雑技などが採用されて恵い理由は少しもない。もっとも生活の時間的機造は忘れられては
ならないが，これらの費目のうちで，労働力の最低再生産をもっとも客観的に承認されうるものさえ
見つけることが出来れば，蔽初のもっとも大きい閤幾はのりこえることが出来のるである。しかしい
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まだこのこころみは成功していない。
その理由の1つは，積重ね式の場合と同様に.1つの費目内においても労働力の再生産を客観的に
表現するという保置が何1っとしてないからであり，他は，その価格化に必要な資料を欠いているこ
とである。したがって，永野順三における最低生活費の裁定は，労研のものよりもずっと進歩的であ
ったが，飲食物費のきめ方次第によっては，より大きい誤差を覚悟せねばならないであろう。
しかしこのような方向えの研究の展開は，ついに時代の流れに押し流されてしまうことになった。
すなわち，同じ労働科学研究所にいて，生活問題の研究を行っていた安藤政官は， r決戦体制Jのも
とにおいて，労研の最低生活費がなお「文化的要紫をのこしておりJ.さらにこの文化的要繁の無条
件的な節減をはからんとするのである。つまり被服は新調せず，娯楽費，交際費，交通運搬費.I噌好
品費を半減すれば，合計21円90銭の切下げが可能であるとし， rこれはちょうど昭和18年国民生活資
co 
金が前年度より 1割5分減少した割合と合致するJといった時代的要求の合理化さえ企てられるに至
っている。
このように，最低生活費が国民生活資金によ って規制されるという考え方は，また杉本栄一の主張
にもみることができる。すなわち彼は，r国民的標準生計費の観念」と題する論文において標準生計
費を. r国家および国民の生々発展を期するためには，我々が現に塵史的におかれている客観状況に
即応して， ¥，、かなる内容の生活を国民に許容することを妥当とするか，という立場に立って標準生活
なるものを観念し，この標準生活を維持するために必要な物資および労務を調達する費用」であると
定義し，次のように述べている。
「国民標準生計費は.国家および国民がその時々におかれている客観状況が変化するにつれて変化する。また
この客観状況の変化，および国家および国民の仰lにおける主体的情勢の変化に即応し，国家目的がその時Aにと
る具体的内容の次第に発展するにつれ， 国民標準生普1・費の大きさおよびその内容も次第に変化してゆくものであ
る。すなわち準戦時体制下にあっては.il終戦時的様準生計費があり，戦時体制下には戦時的標準生計費が考えら
(23) 
れ，さらに決戦体制下にあっては決戦体制下における綴準生計費が観念されなければならないのであるJ
けれどもこのように国民の標準生計費 (戦時においては標準生計費がすなわち最低生活費であった
ことに注意すべきである〉が，われわれのおかれている「客観的状況」や「主観的情勢」の変化に応
じて変動するものであるという考え方と. r国民の生活力を維持発展せしめるために必要な国民的生
計費Jとは，相矛盾する概念であることを指摘したのが，国民経済の循環における「生計費の生産力
的性格」を主張する大河内一男である。ここに戦後の耐乏期につづく ，生計費問題をめぐる杉本 ・大
河内論争の発端がみられるが，大河内一男は，杉本栄ーの見解を次のように反論している。
「今日の生計費の基本問題は，何よりも『明日の活動を行うための活力』の再生保持費を，資金と物量の双方
の函において確保することの裡にあり，この意味での在るべき生計費が. ~標噂』の意味であり . w最低』の意
味であるが，この在るべき量は必ずしも『国家および国民がその時々におかれている客観状況』および『国家お
よび国民の側における主観的情勢』の変化とは一応別個のものである，もちろん繰り返し述べているごとく，前
者の大いさは常に後者の条件によって規定されつつ，現実の，実績としての生計費を生み出してゆくものである
が，両者は，理論的には別債のものであり，これらを毒事置することからは何物も理論的に生れてこなL、。すでに
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明日の活動を行うための活力』の再生産費用が， r標準生計費』ないしは『最低生活費』の基本問題であるとす
れば.この費用は生活物資の自Iti格を一定とし，しかも生活様式と生活組識をあたえられたものとするなら，ーの
客観的な大いきないしは水準を示すものであり，この客観的な大いさは，栄養学 ・労働科学・環境衛生学等の見
地から具体的に算定されたものである。それゆえ，教授の説明はあくまで生活の実績として在るところの生計費
の変化についてなのである。何故なら，国民全体としての生活資金なり，生活物資の鉛量は，準戦時体制とでは
異るであろうし.まして決戦体制下にあっては，著しい差異を当然、示さざるをえないのは緩めて当然のことだか
らである。けれども，これはもともと『標準生計費』と称さるべきものではない。栄養科学または労働科学の立
場から『明日の活動を行うための活力』の保持培養のための費用として必要なりとせられる標準量または巌低盆
CUJ 
が，かくも格対的に変動するとは考えられないからであるj
これが何故最低生活費の相対性を主張する幻想を生むかといえば，客観的に承認しうる基準が，飲
食物資をのぞいては精密に測定することができず，したがってたとえば被服費・住居費・娯楽費など
をひきいれた全体の家計費に，大きい弾力性と可変性があるように見られているからであり，したが
って飲食物費以外の労働力の再生産に必要な最低量が客観的に存在することの.承認が問題の中綾であ
る。しかも，労働力の再生産を規定するいわゆる「下かちのJ生計費と，国民生活資金ないしは物資
によって規定される「上からの」生計聖堂が，背離するところにこそ生計費問題の存在理由があり，自
由経済時代にはもっぱら「下からのJ生計費が問題とされたのにたいして，戦時経済下にあっては，
上から規制してくる生計費をし、かに下からの生計費の要求に合致させ，また必要な要求を調整する
か，すなわち具体的には. r一一資金計画の各項目が正しい資料と正しい方法によって算出されてい
るして一一労働力の培養再生という生活の目的，その意味での生活内容を低下せしめることなく，し
舗
かも生活費のみを引下げる方法をいかにしてきがし求めるか」というところに，戦時生活問題の都心
があったのである。
それゆえに，安藤政吉がその他の資自を削りながらも.r食糧が1人当り2.4∞カロリー必要である
とし、うのに，国家資金配分が1，7∞カロリ一分しかとれぬ額であるから，これが標準最低生活である
ということになると，国民の体位は低下し，労働力 ・国防カは低下し，由4 しき事態を発生すること
になる」から. r資金配分がかくのごとき国民生活の最低限を割払戦時生産力を低下せしむるがご
ときものであるならば，国民資金配分自体を再検討すべきであり，多すぎるならば削減し，過少であ
倒
れば充足するように工夫改訂に努力さるべきものである」とい うときは，杉本栄ーが「在る生計費J
を最低生活費の理念、としてかかげたと同様に「在るべき生計費」を. r個々の生計費を規定するとこ
ろの，……客観的条件を最初から無視して，在る生計費がそのまま直ちに在るべき生計費に合致して
聞
いなければならないとするJ譲りをおかすことになるのである。
うえにみてきたよ うに，大河内一男の「標準生計費論jは，戦争の進行に伴う生活物資の不足を背
景にして，これらの生活物資が労働力の再生産に果す役割を経済循環に即して問題にしたところに，
今までかえりみられなかった新しい意義があり，かつ戦時生活問題の綾心が，かかる労働力の再生産
貨と，国家資金計画の許容する生活水準との矛盾にあり，これを労働力の順当なる再生産に即応して
調整することにあることを，論理的に示したものであった。しかし，最低生活費の問題がきわめて兵
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体的な問題であるかぎり，たとえ論理的に問題の所在が明らかにされたとしても，この実証を欠くと
きには，その実践tまいまだ政治的配慮に依存するのみにすぎず，時代の流れが要求する耐乏の倫理
は.もはやどうすることも出来ないまでに成長してしまっていたのである。
すなわち，労働力再生産のもつ経済的意義の強調にもかかわらず， 消費財生産とその分配はすでに
生存の要求をも距否するようになっており，最初から労働科学研究所が予想したような最低生活費の
確保など，現実にはありえなかったのである。そこではもはや「暗い大きい流れJが国民の意識を躍
簿させてしまっており，鈴木鴻一郎の物価体系の変動の影響を考慮にいれて修正した労研の最低生活
Iz$ 
要警の確保(第1表参照〉の努力すら，消費物資の裏づけを欠くことによって，全く砂上の接閣化し，
かくして，まだやっと芽生えたばかりの社会科学としての家計研究の芽はおしひしがれてしまったの
である。
文献及び註
(1) 第62帝国議会 {昭和7年)における斉藤首相の演説
包}椎名悦三郎: r戦時経済と物資調~J， 産業経済学会， 4-51頁 (昭和16年)
(3) 高田保馬: r民族耐乏J甲烏密林， 22頁(昭和11年)
ω 向上， 38-9頁
(5)大河内一男: r験時社会政策論J，日本僻論社，271頁 (昭和15年)
(6) 同上， 27Z頁
('7)難波田春夫: r経済学の二謬見J，毎日新聞. (昭和18年6月18-9日)
北岡寿逸: r統制経済と社会政策J社会政策時報(昭和18年1月号)
(8) 佐藤新興生活館: r生活費3制切下げの提唱J (昭和13年)
(9) 近藤康男: r転換期の農業問題J日本評論社，320頁(昭和14年)
(10) 大木顕一郎，清水孝治: r綴方教室」中央公論社(昭和12年)
凶永野願三: r国民生活の分析」時潮社，282-3頁(昭和14年)
(的大河内一男: r戦時社会政策論J官ij掲書
仰向上.16頁
(14) 向上， ZZ8頁
的縫山京: r箇民生活の織造J長門屋街房.74-5頁 (昭和18年)
師向上.第21震，第3主
m ロウソトリー:長沼弘毅訳「最低生活研究」高山書院 (昭和18年)，訳者序，なお大正ω年にロウソトリー
の『労働の人間的要求JHuman Need of Labour (1918).の禄訳が上原好咲によってなされている。 し
かし当時にあっては.いまだロウン トりーの研究はたんに紹介にとどまり，重要なるものとして着目されて
いなかった。
間関上，訳者序1-3頁
制労働科学研究所: r最低生活費の研究J大阪屋号書庖.昭和17年
(“ ) 
多国:日本家計研究小史 (3) -147ー
目。永野瓶三: r国民生活の分析」前掲書103-6頁，但し引用文の…・・以下は彼の論述の主旨を要約してあ
る。
ω 同上107-8頁， もっともこのデータは同潤会の調査をもとにしているから， 家賃の修正をおこなえば，牧
入80円以上で黒字に転ずることになる。この点のより進んだ分析は， 実態生計費から音量低生活費を裁定する
重要な指標となりうると考えるが.さらに実証的な研究が必要である。(拙稿「最低生活費の一考察」本学
部社会福祖1:研究会「社会福祉論集」第2号，昭和31年)
締安藤政吉: r決戦下の勤労生活と震低生活J興亜之工業(昭和18年10月号)
ω 杉本栄一: r国民的標撃生計費の観念J-橋論叢.16頁 (昭和19年4月)
帥大河内一男: r国民生活の理論」光生館，昭和23年.103-4頁
倒同上， 106頁
鈎安藤政吉: 国「民生活費の研究」酒井書広， 10-11頁(昭和18年)
的大河内一男: r国民生活の理論J前掲詑.105頁
ω 鈴木鴻一郎: r戦時最低生活費J日本吉平論(昭和19年4-5月号)
( 45 ) 
